
「下水道施設設計の耐震対策指針と解説」の2006年版と1997年版との比較と対応

・場所打ちボックス、ＰＣボックスの耐震設計

同左。(計算例P20)

変更点なし。

同左。(計算例8-51)

同左。(指針P35～36)

変更点なし。

耐震対策は、耐震計算結果が許容値を超えた部位について、
引張り、圧縮などの細目に応じて適切な方法を考える。

変更点なし。

対象外の項目。 対象外の項目。

下水道施設設計の耐震対策指針と解説 下水道施設設計の耐震対策指針と解説1997年版

3.2.1検討項目と留意事項 「管路施設編耐震計算例」を「計算例」と表す。

1)計算に用いる土質定数は、原地盤のものを用いる。ただ
し、開削幅が広く埋戻し後の強度が周辺地盤と大きく異なる
と判断される場合は、埋戻し土の土質定数も考慮する。

該当する記述項目はなし。

(2)耐震対策

計算内容および検討に対する変更要素
2006年版 および管路施設編耐震計算例2001年版

第3節矩形きょの耐震設計(P86～) 以下、「下水道施設設計の耐震対策指針と解説」を「指針」
―

(1)耐震計算と留意点
埋戻し土による土質定数を、原地盤の土
質定数で計算を行っている要素に適用可
能にする必要あり。

2)応答変位法による地盤振幅を地震外力へ換算する際は、マ
ンホールの耐震設計に記した水平地盤反力係数ｋhが必要で
ある。ｋhを求める際の管の有効長Bは差し込み継手管きょと
同様、式(3.2.1)を参照し、二次製品は管材長とする。現場
打ち式の1ブロック長は敷設条件により異なるが、B=10mとし
てよい。
3)応答変位法を用いる場合は、地震時でも短期荷重に対する
割増しを考慮しない(α=1.0)。その代わり、液状化地盤で
あっても、設計土質定数の低減は行わない。

4)鉛直断面の断面力は、(常時)＋(地震時)の断面力を重ね合
わせて照査する。

5)矩形きょは、鉛直断面に対してレベル1及びレベル2地震動
に相当する応答変位により耐震計算を行なって部材厚、主鉄
筋を選定した後、管軸方向断面について耐震計算を行い、配
力筋の割増し調整、さらに二次製品で管軸方向の連結(縦締
連結)を行なう場合は部材選定も行なう。管軸方向断面の応
力度を検討する際には、断面力の補正について考慮する。
6)開きょは、頂版部材がない矩形きょと見なして耐震設計を
行なう。

7)地盤が液状化すると矩形きょに揚圧力が生じ、浮き上がり
が起こりやすい。このとき液状化対策を行なうのであれば、
浮き上がりの検討は省略する。

水平方向地盤反力係数ｋhは、埋戻し土の
土質定数を適用可能にする必要あり。

同左。(計算例8-26等) 変更点なし。

同左。(計算例8-4,8-6他)

同左。(計算例P19,21) 変更点なし。



(2)検討項目
1)マンホールと矩形きょ本体の接続部
①地震動の影響(屈曲角)

②地震動の影響(抜き出し量)

│Ｕj│＝ｕ0×ｕj
③地盤の液状化に伴う影響(永久ひずみによる抜出し量)

④傾斜地での影響（永久ひずみによる抜出し量) 検討は省略する。

⑤急曲線部での影響(抜出し量) 該当する記述項目はなし。

(参考)地盤の硬軟急変部を通過する場合の影響(抜出し量) 該当する記述項目はなし。

下水道施設設計の耐震対策指針と解説1997年版 計算内容および検討に対する変更要素
2006年版

下水道施設設計の耐震対策指針と解説
および管路施設編耐震計算例2001年版

マンホールと矩形きょ本体の接続部、矩形きょと矩形きょの
継手部に関する検討項目は次のとおりとする。

― ―

3.2.2継手部の検討(P88～91)
(1)検討する部位

地震動によってマンホールと矩形きょ本体の接続部に生じる
屈曲角は差し込み継手管きょと同様に求める。

該当する記述項目はなし。 地震動による屈曲角の検討を追加する必
要あり。

― ―

地震動による抜出し量の検討とする。

現場打ち式や縦締め連結した二次製品のように管軸方向に一
体連続して布設した矩形きょは、地盤の液状化に伴う挙動が
十分解明されていない。そのため、永久ひずみによる抜出し
量については、必要時は「第2章2.6.6その他の解析」に従
い、動的解析法など他の方法による検討する。

該当する記述項目はなし。 地盤の液状化に伴う永久ひずみによる抜
出し量の検討を追加する必要あり。ただ
し、現時点では未対応。

地震動による矩形きょ本体のマンホールからの抜出し量(管
軸方向の継手伸縮量)は、現場打ち式ではブロック長を考慮
し、「共同溝耐震設計要領(案)」に基づいて求める。

継手部の軸方向相対伸縮量として同様の検討あり。(計算例
8-49～8-50,9-54～9-55)

現場打ち式や縦締め連結した二次製品のように管軸方向に一
体連続する構造物は不動沈下に対して有利である。そのため
傾斜地の影響は小さく、検討は省略できる。

急曲線部の途中にマンホールを挟む矩形きょは、「推進工法
用設計積算要領 推進工法応用編(長距離･曲線推進)」など
を参考にして、曲線施工の際にマンホールから抜け出す量を
あらかじめ予測し、管材の最大抜出し量から控除した上で、
残りの量に基づいて照査する。

曲線施工時の抜出し量を算出できるよう
にする必要がある。

該当する記述項目はなし。

現場打ち式や縦締め連結した二次製品のように管軸方向に一
体連結して布設した矩形きょでは、管の有効量ｌを適切に判
断して地盤の硬軟急変部での抜出し量を算出しなければなら
ないが、その評価方法はよくわかっていない。そのため、必
要時は、「本章(参考3.3)シールド管きょの耐震設計に関す
る特殊な解析事例」の「(1)その他の解析」に従い、動的解
析法などの他により検討する。

地盤の硬軟急変部の抜出し量を算出でき
るようにする必要がある。ただし、現時
点では未対応。



①地震動の影響(抜出し量)

該当する記述項目はなし。 検討は省略する。

③急曲線部での影響(抜出し量) 該当する記述項目はなし。

(参考)地盤の硬軟急変部を通過する場合の影響(抜出し量) 該当する記述項目はなし。

計算例に準拠。(P6～7,8-13～8-22他)、指針(P60）

Ｐ＝ｋh×Ｗb
同左。(指針57～60)、計算例(P7,8-42～8-45)

同左。(指針P47)
(1)レベル1地震動に対する照査基準値
照査基準値は、許容応力度または使用限界状態とする。
(2)レベル2地震動に対する照査基準値
照査基準値は、終局限界状態とする。

なお、場所打ちボックスおよびＰＣボックスの耐震設計では、マンホールと矩形きょ本体の接続部および矩形きょと矩形きょの継手部については、継手部の検討
として照査します。（同一の検討内容となるため分類しません。）

下水道施設設計の耐震対策指針と解説 下水道施設設計の耐震対策指針と解説1997年版 計算内容および検討に対する変更要素
2006年版 および管路施設編耐震計算例2001年版

現場打ち式や縦締め連結した二次製品では、検討を省略する。

②傾斜地での影響(永久ひずみによる抜出し量)

構造ブロックの途中に急曲線を含む場合は、前述(2),1)⑤の
マンホールと矩形きょ本体の接続部と同様に考える。

曲線施工時の抜出し量を算出できるよう
にする必要がある。

2)矩形きょと矩形きょの継手部

現場打ち式でスパン途中に継手を設ける場合の抜出し量は、
前述の式(3.3.1)により軸方向の抜出し量(継手伸縮量)を求
める。縦締め連結した二次製品では「下水道施設耐震設計計
算例 管路施設編」等を参考にする。

地震動による抜出し量の検討とする。継手部の軸方向相対伸縮量として同様の検討あり。(計算例
8-49～8-50,9-54～9-55)

現場打ち式や縦締め連結した二次製品のように管軸方向に一
体連結して布設した矩形きょでは、必要時は、前述1)の(参
考)と同様に考える。

3.2.3矩形きょ本体の検討(P91～)
(1)鉛直断面の検討

作用荷重(Ｐv,Ｐh,Ｐr)および地盤バネ
(ｋh)に、埋戻し土の土質定数を適用可能
にする必要あり。矩形きょの鉛直断面の計算は、「下水道施設耐震計算例 管

路施設編」の計算モデルを参考にする。

地盤の硬軟急変部の抜出し量を算出でき
るようにする必要がある。ただし、現時
点では未対応。

管軸方向の地震時の断面力は、「共同溝設計指針」を参考に
して、応答変位法によって求める。

変更点なし。

3.2.4照査方法と対策(P97) 変更点なし。

(2)管軸方向断面の検討


